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最近の道内景気は、厳しい状況となっている。

需要面をみると、公共投資は、補正予算の効果から持ち直しの動きが見られる。個人消費

は、雇用・所得環境の悪化や消費者マインドの冷え込みから弱まっている。設備投資は、製

造業を中心として抑制傾向にある。住宅投資は、需要の弱さなどから大きく減少している。

生産活動は需要の減少から大幅に低下している。また、雇用情勢は有効求人倍率が低下す

るなど厳しい状況となっている。企業倒産は、負債総額は増加したが、件数は減少した。
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①個人消費～厳しい状況

４月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲６．１％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲１０．８％）は、衣料品や身

の回り品などが低調で、２２ヶ月連続で前年を

下回った。スーパー（同▲４．１％）は、飲食

料品は堅調だったが衣料品などが減少し、２２

ヶ月連続で前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比＋４．９％）

は、１２ヶ月連続で前年を上回った。

②住宅投資～需要の弱さから大幅減

４月の新設住宅着工戸数は、２，３９２戸（前

年比▲３３．４％）と、７ヶ月連続で前年を下回

った。利用関係別では、持家（前年比

▲２１．６％）、貸家（同▲４２．２％）、分譲（同

▲４０．２％）全てが前年を下回った。

１～４月の着工戸数累計では、６，５０２戸

（前年同期比▲３９．０％）となり、前年を大き

く下回った。持ち家（前年同期比▲２２．５％）、

貸家（同▲３８．３％）、分譲（同▲６６．１％）が

前年を下回った。

道内経済の動き

― １ ―
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③鉱工業生産～生産は大幅に低下

４月の鉱工業指数は、前年に比べ生産で

は、鉄鋼業や電気機械工業などが大幅に低下

した。

前月比では＋４．５％と９ヶ月振りに上昇し

たが、前年比では▲２０．２％と９ヶ月連続で低

下した。

④公共投資～前年を上回っている

４月の公共工事請負金額は、１，４７２億円

（前年比＋１８．０％）と４ヶ月連続で前年を上

回った。

発注者別では、国（前年比＋１８．１％）、道

（同＋４５．５％）、市町村（同＋２．７％）が増加

した。

１～４月の累計では請負金額２，８７５億円

（前年同期比＋１８．１％）と前年を上回ってい

る。

⑤雇用情勢～厳しい動き

４月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．３２倍となり、前月比では０．０６ポイントの

低下、前年比では０．１４ポイントの低下となっ

た。

新規求人数は、前年比▲８．８％と１４ヶ月連

続で前年を下回った。業種別では医療、福祉

（前年比＋４．０％）は増加したが、卸売・小売

業（同▲１５．９％）、宿泊業・飲食・サービス

業（同▲２６．１％）、製造業（同▲２５．４％）な

どが減少した。

道内経済の動き

― ２ ―
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⑥来道客数～１１ヶ月連続で前年を下回る

４月の来道客数は、７２３千人（前年比

▲１０．５％）と１１ヶ月連続で前年を下回った。

１月～４月の累計来道客数は、国内観光需

要の落込みや円高による外国人客数の減少も

あり、３，２５１千人（前年同期比▲８．３％）と前

年を下回った。

⑦貿易動向～輸出・輸入ともに減少

４月の道内貿易額は、輸出が前年比４５．５％

減の１９３億円、輸入が同４３．４％減の７６４億円と

なった。

輸出は、鉄鋼や自動車の部分品などの減少

から６ヶ月連続で前年を下回った。

輸入は、原油・粗油などが大きく減少し、

６ヶ月連続で前年を下回った。

⑧倒産動向～件数は２ヶ月連続で前年を下回る

５月の企業倒産は、件数は４５件（前年比

▲２５．０％）と前年を下回ったが、負債総額は

２３３億円（同＋８４．８％）と前年を上回った。

業種別では、公共工事削減や住宅需要が落

ち込んでいる建設業が１８件と最も多く、続い

てサービス業・他（９件）、製造業（６件）、

卸売業（４件）となった。

道内経済の動き

― ３ ―
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電子記録債権という新しい資金調達手段が開発され、金融庁と法務省がホームページでその内

容を紹介していますが（http : //www.fsa.go.jp及びhttp : //www.moj.go.jp）、皆様ご存知ですか。そ

れは、手形や一般の指名債権の持つ不便・不都合を解消し、かつ、事業者の資金繰りに活用が期

待できる新しいタイプの金銭債権の制度の創設であり、その制度の下、個別多数の金銭債権の内

容（情報）を電子データで一括集中管理することによって、売掛金のような一般の金銭債権を早

期かつ簡便に資金化する金融手段の提供が可能となり、さらには、手形取引のデメリットを解消

するための手形に代わる資金流通手段の創出が図られるというものです。したがって、電子記録

債権制度の活用が本格化すれば、事業者の資金繰り面の改善に大きく寄与することが期待されま

す。

本制度の法的な裏付けは、平成１９年６月制定の電子記録債権法（法律１０２号）であり、同法が

平成２０年１２月１日に施行されたことで、制度の活用に向けたインフラ面の整備が本格化してきま

した。今回は本制度の概要についてお話したいと思います。

◆電子記録債権制度創設の経緯

金銭債権を用いた事業資金の調達方法としては、商取引により振り出された手形あるいは取引

当事者間における売掛債権等の譲渡や質入があります。しかし、売掛債権等の譲渡や質入につい

ては、債権の存在を確認するための手間やコストがかかり、かつ二重譲渡や債務者から人的抗弁

を受けるリスクがある等の問題があり、手形についても盗難、紛失等のリスクがあることや、手

形の作成、保管、運搬のためのコストがかかる等の欠点が指摘されていたところです。

近時、事業者の資金調達手段として売掛債権等を活用することの有用性が強く認識されるにつ

れて、これらの問題点の克服が要請されるようになり、一方で、経済社会のIT化が進展するとと

もに電子的な手段を用いた商取引や金融取引が発達し、これに対応して金銭債権の電子的な手段

による譲渡方法開発へのニーズが高まってきました。そして平成１５年７月のe-Japan戦略Ⅱ以降

のIT戦略本部において、電子的手段による債権譲渡の推進施策を検討することが決定され、これ

を受けて法務省、金融庁、経済産業省によって電子記録債権制度（当時は電子債権制度と称され

ていました）の整備に向けた検討が進められました。平成１７年に至り、これら３省庁によって

「電子債権に関する基本的考え方」が取りまとめられ、電子債権制度の創設にあたっての基本的

視点や電子債権法制の骨組みが明らかにされました。このような状況を背景に、平成１８年２月、

法務大臣による法制審議会電子債権法部会に対する電子債権法制の整備にかかる諮問が行われ、

同部会は平成１９年２月、「電子登録債権法制の私法的側面に関する要綱」を採択し、法務大臣へ

答申しました。一方、金融庁においても、平成１８年１２月「電子登録債権（仮称）の制定に向けて

―電子登録債権の管理機関のあり方を中心として―」が取りまとめられ、この２省庁による電子

記録債権法案の立案、国会提出並びに議決を経て、平成１９年６月に電子記録債権法が成立、法律

経営のアドバイス

電子記録債権をご存知ですか
金融財政事情研究会研修センター主任講師

（元北洋銀行融資第二部指導役）
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経営のアドバイス

― ５ ―

１０２号として公布されました。以上が平成２０年１２月に同法が施行されるまでの簡単な経緯です。

このように電子記録債権制度は、売掛債権等の指名債権や手形債権とは異なる新たな形の金銭

債権を創設し、前記のような指名債権や手形の問題点を解消して、事業者特に中小企業の資金調

達の円滑化等を図ろうとするものであり、電子的な記録により債権の権利内容を明確にして、取

引の安全性、流動性の確保と利用者保護の要請に応えることを、その目的にしています。

◆電子記録債権制度の仕組み

電子記録債権とは、その発生又は譲渡について電子記録債権法（以下単に「法」といいます）

の規定による電子記録を要件とする債権のことであり（法２条１項）、発生記録によって発生す

る通常の電子記録債権（法１５条）のほかに、保証記録により発生する電子記録保証債務履行請求

権（法３１条）と、電子記録保証人が弁済その他自己の財産によって主債務として記録された債務

を消滅させる行為（出捐）をして支払等記録を受けることにより発生する特別求償権（法３５条）

があります。

電子記録債権制度の基本的な仕組みは、債権者と債務者の双方が、電子記録を業として行う者

として主務大臣の指定を受けた会社である「電子債権記録機関」（後述）に、債権の発生、譲渡、

支払（消滅）の情報を登録（電子記録）することで成り立っています。電子記録は電子記録債権

の効力発生要件であり（法１５条）、それにより債権の可視性を高め、債権の内容を明示すること

で取引の安全性の確保を図ることを企図しています。

ここで、売掛債権等通常の電子記録債権についての具体的な取引イメージを述べてみましょ

う。まず、債権発生の当事者である電子記録権利者（通常は債権者）と電子記録義務者（通常は

債務者）の双方が、電子債権記録機関に「発生記録」の請求を行います（法５条１項）。電子債

権記録機関が調整する電磁的な帳簿（記録媒体）である「記録原簿」に当該発生記録が行われる

ことによって、電子記録債権は発生します。当事者の双方が同時に記録の請求をしない場合は、

当事者すべてが電子記録の請求をしたときに請求の効力が生じます。請求に際しては、請求者の

氏名または名称及び住所や債務者が一定金額（確定した金額であることを要します）を支払う

旨、支払期日等、法令の定める事項を、必要情報として電子債権記録機関に提供しなければなり

ません。

電子記録義務者である債務者が対象債権の支払をしたときは、当該電子記録債権の「支払等記

録」の請求を、単独で電子債権記録機関に行うことができます（法２５条１項）。記録原簿に支払

等請求の記録があれば当該電子記録債権は消滅します。ただし、金融機関を利用して債務者口座

から債権者口座に送金や払込みが行われた場合は、当該債務者からの支払等記録の請求がなくと

も、あらかじめ電子債権記録機関、債務者、金融機関の間でなされた合意（口座間送金決済契

約）に基づき金融機関から決済情報の通知を受けたときには、電子債権記録機関は遅滞なく職権

で支払等記録を行う必要があります（電子債権記録機関による同期的管理）。（法６２条、６３条）

また電子記録債権が譲渡された場合は、譲渡人（電子記録義務者）と譲受人（電子記録権利

者）の双方が、電子債権記録機関に「譲渡記録」の請求をし、記録機関がそれを記録原簿に譲渡
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記録すれば、当該電子記録債権の譲渡は有効になります（法１７条）。この他、支払期日の延期な

ど権利の内容等を変更する場合には「変更記録」が行われます（法２６条）。

電子記録保証債務履行請求債権は、その原因債権である電子記録保証に係る電子記録債権に

「保証記録」がなされることによって発生します（法３１条）。ここで電子記録保証とは、電子記録

債権に係る債務を主債務とする保証であって保証記録されたものをいいます。電子記録保証は手

形保証と同様の独立性を有し、主債務者として記録された者が当該主債務を負担しない場合であ

っても電子記録保証人は電子記録保証債務を負担するものとされ、手形が手形保証人や裏書人の

信用によって流通されるのと同様に、電子記録債権の譲渡人や第三者が電子記録保証をすること

によって、これらの者の信用で電子記録債権の流通を図るような制度設計がなされています。た

だし、保証記録は主債務に係る電子記録債権についての債権記録に付随してなされ、独立した債

権記録が作成されることはありません。また保証記録には少なくとも、保証をする旨、保証人の

氏名または名称及び住所、主債務者の氏名または名称及び住所その他主債務を特定するために必

要な事項が記録されていなければなりません。

特別求償権の場合は、電子記録保証人が出捐したことにより主債務に係る支払等記録がなされ

たときに電子記録債権を取得します（法３５条）。この際も、当該特別求償権を対象とする分割記

録（後述）がされない限り、特別求償権独自の債権記録が作成されることはありません。特別求

償権は手形における裏書人の遡求義務に相当するものとして活用できるよう設計され、電子記録

保証人が弁済等をした場合の求償権は手形裏書人の再遡求権と類似の内容のものとなっていま

す。

◆取引の安全確保の措置

既に述べたように、電子記録債権は金銭債権を活用した新しい資金調達手段として開発された

ものなので、取引の安全を確保するための措置がいくつか施されています。

①電子記録を効力要件としていること

電子記録債権の発生や譲渡については電子記録が効力要件とされており、かつ、債権の内容は

電子記録により定まります（法９条１項）。また、法８条は電子記録の順序について規定してお

り、それによれば、電子債権記録機関は同一の電子記録債権につき複数の電子記録請求があった

場合は、請求の順序に従って電子記録をしなければならず（同条１項）、これらの請求が同時に

なされて、かつ、相互に矛盾するときは、いずれの電子記録もしてはならないとされています

（同条２項）。したがってたとえば、AからBへの電子債権譲渡記録請求がなされた後に、AからC

への同一債権の譲渡記録請求があった場合は、電子債権記録機関はAからBへの譲渡記録を行

い、Cへの譲渡記録請求を不適切なものとして拒まなければならず、これらの請求が同時になさ

れたときは、いずれの譲渡記録請求も拒まなければなりません。このように電子記録により債権

の可視性が高まり、また、債権記録に債権者又は質権者として記録されている者は当該電子記録

債権に係る権利者であると推定されるので（法９条２項）、債権の内容及び帰属が明らかとな
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り、二重譲渡等が防止できることとなります。

②発生原因である債権とは別個の債権であること

電子記録債権は、多くの場合、売掛債権や貸金債権等の指名債権の支払のため、または支払に

代えて発生することになりますが、この場合、売掛債権等発生原因である債権と電子記録債権は

別個の独立した債権であり、電子記録債権は原因債権の存否や瑕疵の有無に関係なく当事者双方

の請求に基づき発生記録がなされることで有効に成立します。この点は手形債権が原因債権から

独立して存在する債権であることと同様です。

③心理留保や錯誤による意思表示無効の場合等の取引相手の保護規定があること

表意者が真意に反した意思表示をし（心理留保：民法９３条）、相手方がその真意を知っていた

場合、あるいは錯誤による意思表示があった場合（民法９５条）、当該意思表示に基づく取引は無

効となりますが、この場合の取引の相手方や、詐欺又は強迫により意思表示が取り消された場合

の取引相手について、民法ではその後の保護規定が設けられていません。電子記録債権法は、こ

の点につき当該取引相手が善意・無過失であればこれを保護することとしています。

④電子債権記録機関の不適切な電子記録による損害賠償責任

電子債権記録機関が不実の電子記録をしたり、無権代理人等の請求に基づく電子記録をしたこ

とによって損害が生じた場合には、電子債権記録機関の代表者及び使用人その他の従業者が無過

失であったことを当該記録機関が証明しない限り、電子債権記録機関は損害賠償責任を負うこと

になります。なお、無権代理人が電子記録請求をした場合には、相手方に重過失がない限り、無

権代理人の免責は認められません。（法１２条～１４条）

⑤譲渡についての善意取得と人的抗弁切断

電子記録債権が譲渡された場合、電子記録債権譲受人として記録された者は当然に当該電子記

録債権を取得できます。ただし、その者に悪意又は重過失があった場合はこの限りではありませ

ん（法１９条１項）。また、電子記録債務者（主債務者、保証人）は、当該電子記録債権の債権者

（譲受人）に対しては、当該債権の譲渡者（原債権者）に対する人的関係に基づく抗弁を以って

対抗することはできません。ただし、譲受人が悪意の場合はこの限りではありません（法２０条１

項）。

⑥電子記録上の権利者への支払の保護（支払免責）

債務者が電子記録上の債権者又は質権者として記録されている者に支払をした場合、たとえそ

の者が無権利者であったとしても、そこに悪意あるいは重過失がない限り、その支払は有効なも

のと認められます。この点は手形取引における手形所持人への支払の場合と同様です。（法２１条）

なお以上の措置のうち、③及び⑤については、個人事業者ではない消費者が電子記録債権の当

事者とされることによって、割賦販売法に基づいた抗弁の接続を受ける等の利益が害される事態

を防止するための消費者保護措置が併せて講じられています。
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◆電子債権記録機関

電子債権記録機関は電子債権記録を業とする株式会社であり、電子債権の内容を適切に電子記

録し、またその記録によって電子記録名義人に権利推定効が働くことになるので、本制度の中核

を占めるインフラといえます。ゆえに電子債権記録機関は、電子債権記録業及びそれに付帯する

業務以外の業務を行うことはできず、専業義務が課せられています。具体的な業務内容は、記録

原簿を備え電子記録債権ごとに債権記録を作成すること、当事者の請求を受けて遅滞なく適正な

電子記録を行うこと、所定の契約に基づく支払についての支払等記録をすること、記録事項や電

子記録の請求に際し提供された情報を利用者に開示することなどです。

その重要性から、電子債権記録機関は主務大臣の指定を受けることを要します。ただし、記録

機関はひとつに限定されるものではなく、多様な主体が算入することで様々な用途に電子記録債

権を活用することが可能な仕組みとなっています。現在、全国銀行協会が中心となって電子債権

記録機関の設立が図られていますが、その基本的スキームは手形制度の代替となる機能の保持

（手形的利用）に置かれ、利用者が取引金融機関を通じて容易に記録機関にアクセスできるよう

な仕組みを構築するよう検討がなされています。また、三菱東京UFJ銀行も記録機関（日本電子

債権機構）の設立準備中であり、併せて記録機関と利用者をつなぐ請求代行者（同銀行本支店）

を置いて、本制度への円滑なアクセスを図れるよう計画されています。このほか、三井住友銀行

やみずほ銀行も記録機関設立の動きをみせています。

◆質権の制度と分割記録

電子記録債権は金銭債権を活用した資金調達等を容易にすることを大きな目的としており、そ

のための制度が用意されています。

その一つは質権の制度です。電子記録債権を目的とする質権の設定は「質権設定記録」をする

ことによって効力を生じますが（法３６条１項）、この場合民法の権利質の規定は適用されませ

ん。質権者として記録された者は悪意または重過失がない限り当然に質権者となり、電子記録債

務者は質権を設定した者に対する人的関係に基づく抗弁を以って質権者に対抗することはできま

せん。また、本制度では根質権の設定も可能です。

このほか電子記録債権法では、電子記録債権の「分割記録」を認めています（法４３条以下）。

これは特定の電子記録債権の一部分を譲渡して資金調達に活用できるよう制度設計されたもの

で、分割する電子記録債権が記録されている原債権記録及び分割される債権部分について新たに

作成される分割債権記録に、同時に分割記録が行われます。分割記録の請求は、分割債権記録に

債権者として記録されている者だけで行うことができます。この制度を利用すれば、地方公共団

体等を債務者とする電子記録債権を地元の発注企業に保有させ、その発注企業が自己の債務支払

のために当該電子記録債権を分割譲渡していくことで、その地域に新たに信用創造機能を出現さ

せることも可能となります。

電子記録債権の債権記録には、確定した支払金額、支払期日、債権者・債務者の氏名または名

称及び住所などの必要的記録事項のほか、支払方法、利息・損害金の定め、期限の利益喪失条
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項、相殺や弁済充当指定の定め、債権者・債務者が個人事業者である旨（この記録がない個人と

の取引においては本法の取引安全保護にかかる規定が適用されず、消費者保護の諸規定が優先し

ます）など任意的な記録が可能であり、シンジケート・ローンのような複雑な内容の流動化への

活用にも対応できるようになっています。

◆本制度の活用

電子記録債権制度が実際に稼動し始める時期は、全国銀行協会のスキームは制度インフラ等の

整備が完了する平成２４年上期の予定ですが三菱東京UFJ銀行や三井住友銀行などの電子債権記録

機関は平成２１年度中のスタートが計画されており、企業等の有する売掛債権等を利用した資金調

達手段に有用な選択肢が加わることは間違いないところです。

手形取引は、最近その取引額が減少傾向にありますが、その原因としては、手形振出・交付や

保管コストがかかること、紛失・盗難のリスクがあること、発行済手形の分割ができないこと、

印紙税負担の発生といったデメリットの存在が考えられます。電子記録債権は、手形の簡便な代

替手段として利用が期待できます。手形の振出に代えて電子記録債権を発生させ、これを電子債

権記録機関に記録します。記録済の電子債権は債権者から支払等のため第三者に譲渡が可能で

す。これは手形の裏書譲渡に相当します。この過程で適宜の分割譲渡もできます。また、手形の

割引に代えて金融機関に電子記録債権の譲渡を行い、これを資金化することもできます。金融機

関は全国銀行協会が設立した電子債権記録機関やその他の記録機関に参加していますので、金融

機関の取引顧客は、原則として金融機関を通じて本制度を利用することになると考えられます。

金融機関が提供している当座貸越を利用した売掛債権の一括資金化システムにも、本制度の活

用される余地があります。現在は、売掛債権の債権者が取引主体となって金融機関に売掛債権を

譲渡し、金融機関が個々の債権ごとに債務者から支払を受ける方式が基本パターンですが、そこ

には売掛債権の二重譲渡リスクや対抗要件具備コストが発生します。本制度はそのデメリットを

解消する手段となり、一括資金化システムから売掛債権等を担保として活用した資金化システム

へと発展することが期待されます。

また、前掲の銀行系電子債権記録機関においては、各行の取引先支払企業とその納入企業を主

たる利用者とするスキームが想定されています。

電子記録債権は、手形や既存の指名債権と異なる類型の債権として創設されるものであり、し

たがって手形や指名債権については何の変更も加えられることはありません。したがって、電子

記録債権の利用は当事者の自由意思に任され、手形や既存の指名債権もこれまでどおり自由に利

用できます。
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市町村 提案団体名 調査名

札幌市・大通地区 大通地区まちづくり協議会 大通地区のエリアマネジメント推進

伊達市、洞爺湖町、壮瞥
町、豊浦町

NPO法人 環境防災総合政策
研究機構

洞爺湖周辺地域エコミュージアム構想における官民協働型運営
に向けた人材育成事業

網走市（地区：南、八坂、
稲富、ニ見ケ岡、ほか農村
部）、置戸町、斜里町

あばしり元気再生エミュープ
ロジェクト推進協議会

『笑友（エミュー）』で再生！あばしり元気プロジェクト～地域
内循環型ビジネスの実証研究～

室蘭市 国立大学法人室蘭工業大学 船が生まれ変わるまち室蘭プロジェクト

新得町、鹿追町、清水
町、上士幌町、士幌町、
芽室町、音更町、帯広市

特定非営利活動法人 コミュ
ニティシンクタンクあうるず

とかちロングトレイルによる農業・商業・工業の活性化

恵庭市 恵庭市 「恵庭型プレイセンター」社会実験プロジェクト

幌延町・天塩町・遠別町 てんぽく活性化協議会
「てんぽくツーリズム・ブランドの確立」にむけた基礎調査と
社会実験

士別市
サフォークランド士別プロジ
ェクト

士別羊のブランド化への挑戦～士別羊を松阪牛や神戸牛を上回
るブランド肉に～

稚内市、豊富町、猿払村、
利尻町、利尻富士町、礼文
町、七飯町、鹿部町、森町、
八雲町、函館市、北斗市

有限責任中間法人 シーニッ
クバイウェイ支援センター

外国人ドライブ観光の総合支援プロジェクト

表―１ 平成２０年度「地方の元気再生事業」（北海道分）

（出所：内閣官房地域活性化統合事務局HP）

１ 地域の現状と地域活性化へのアプローチ

地域を取り巻く環境には大変に厳しいものがありますが、この状況を起因させる根幹的要因の

一つには「地域間格差の進行」があると思います。

「地域間格差の２極化は５０万人の都市規模を境に一層進行する」とする分析結果もあります。

さらに近年においては「限界集落」という言葉さえ生まれています様に、地域間格差は加速度的

に進行していく恐れが現実のものとなっています。

ここでは地域間格差の進行実態に係わるデータの提示は省略させていただきますが、総務省の

ホームページなどでこれを示唆する数値的データを是非とも確認しておいて戴きたいと思います。

この地域間格差の進行を押える為に、地域を活性化させていく為の諸方策は国レベルにおいて

も継続的に打ち出され続けています。その一つとして、昨年度から内閣府は「地方の元気再生事

業」という政策的事業を実施しています。初年度に選定された１２０件を読み込んでみると、そこ

からは「地域資源の再発見と活用」＝「内発的発展」というキーワードが読み取れます。

紙面の都合もありますので、ここでは道内の事例を紹介させていただく事に留めたいと思いま

すが、機会を見て是非とも全貌を照査してみてください。

寄稿

「地域雇用創出を具現化する戦略的プログラム」の考察
―地域ブランドを軸とする地域活性化のスキーム（手順）

札幌学院大学大学院 地域社会マネジメント研究科
研究科長・教授 太田 清澄
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翻って本稿の骨子は、この喫緊の課題として強く求められ続けている「地域の活性化」につい

て、「それは誰がどの様にして具体化していくのか」、このことについて関係する多くの方に考え

ていただくための参考に資する材料提供だと捉えています。地域活性化のプランづくりにおいて

は絶対的にこれが正解だと言うもの、いってみればこれで必ず地域が活性化できるのだというも

のはそう簡単には導き出されては来ないのだと思います。しかし、当然手を拱いている訳にはい

きません。また立ち尽くし続けている猶予も無いはずです。

一方において私自身の反省を踏まえれば、これまでの多くの地域の活性化計画づくりはこうあ

るべきであると言う概論的ベースだけのものでしかなかったようにも思われます。相応・相当の

リスクを覚悟して、「それは誰がどのようにするか」という決め込みまで明確にしていかなけれ

ば決して有効な地域活性化プランは創出できないのだと再認識しています。これらの事を考えて

いく上で何かしらの参考に資することができる内容をレポートしていければと思っています。先

ほど「相応・相当のリスクを覚悟して、それは誰がどのようにするかという決め込みまで…。」

と言及させていただきましたが、それは「とりもなおさず、地域活性化の主導権はそれぞれの地

域企業が担っていく必要がある」と結論付けられると思っています。これは私の経験則から生れ

た評価軸に依るものです。

本稿はこの前提「地域活性化に資する地域企業の責務」に立った戦略的プログラムの在り方を

お示しするものです。是非ご一読いただき、オリジナル性に富む「地域活性化プラン」創りの中

核となっていただきたいと思います。そして一歩一歩であっても確実に地域の活性化を具現化し

ていっていただける事を強く望んでおります。

２ 「地域を活性化する為の仕組み」の基本論と応用的展開

私が研究科長を務める札幌学院大学大学院地域社会マネジメント研究科は、「地域を活性化す

る為の仕組み」を研究し、同時に社会人を中心とする大学院生の実践的教育に当たってきまし

た。私達の基本的な戦略的論拠（立ち位置）は、「サスティナブル・デベロップメント構造」と

「新しい公」を生み出す為の仕組み＝「NEW PPP」（ブレア前イギリス首相が打ち出したPPP１とは

少しニュアンスの異なる新らたな衣を纏ったPPPの体制）をいかにして具現化していくかという

２点にあります。

「サスティナブル・デベロップメント構造」はヨーロッパにおいて成功モデルとされるストラ

スブール（フランス）、フライブルグ（ドイツ）、ビルバオ（スペイン）等の都市・地域戦略の軸

として応用されています。これは大分前になりますが本誌（調査レポート１３１－１３２号）で少し詳

しく紹介しておりますのでこちらを参考にしていただきたいと思います。ここでは改めて「「自

立・持続的地域展開（サスティナブル・ディベロップメント）」の構造」（図―１）を掲載いたし

ますので「サスティナブル・デベロップメント」の基本構造について今一度理解をしておいてい

１ PPP：Public/Private Partnership（公民連携）
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ただきたいと思います。結論から言いますとこの図は「経済・環境・社会」の３領域（分野）が

相互において均衡性を構築することが重要であることを示しています。

ストラスブールでは「生活空間の磁場」として発信された「都市環境と文化」に主軸を置いた

都市・地域政策により、またフライブルグは「世界の環境首都」というアピール（発信力）とこ

の活動から派生的に発展した「産業ツリー」と呼ばれる産業戦略により、さらにビルバオは「創

造都市論の展開」を武器として、いずれも極度に衰退していた都市活力を再生した成功モデルの

代表格です。

これらの代表例に拘わらず、それぞれの国・地域や時代背景によっても「サスティナブル・デ

ベロップメント」において３つの内のどの領域により重点を置くかは自ずと異なってくる事にな

ると思いますが、私自身のこの数年間の経験則からすると、相互の均衡性を実効性のあるものと

して構築するにはやはり経済の監理が主軸になるのではないかと考えています。経済監理の主要

要因には地域循環型経済・地域雇用・社会的共通資本・内発的発展等（図１参照）があります

が、地方都市の現状を打破していくためには、この中でも特に地域雇用を創り出していくことが

強く望まれていくのではないでしょうか。このことに関しては、高向札幌商工会議所会頭が、近

著「北海道経済の針路」の中で「北海道という地域を元気にするために起業化が重要である」と

いうことを強調している点からも間違いの無い方向であると考えています。

もう一方の柱である「NEW PPP」においても、私自身のなかにあって従来の主張とはニュア

図―１「自立・持続的地域展開（サスティナブル・ディベロップメント）」の構造
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ンスの少し異なる図―２に示すような仕組みが不可欠であると認識し始めています。

誤解が生じないように敢えて言わせて戴くと、飽く迄も地域の主役は市民にありますがこの主

役が踊る舞台（基盤となる地域）を存続（活性化）させるためには、先ず仕掛けのエネルギー

（エンジン）が必要となること、そしてそのエネルギー（エンジン）は企業力（地域企業）を中

軸とする官民協働であると確信するようになりました。

今回のレポートを起稿し始めた直後には、アメリカにおけるサブプライムローン問題を契機と

した「１００年に一度の経済危機」ともされる今回の世界的規模の不況が起こりました。この状況

打破の先導的政策としてオバマ大統領は「グリーン・ニューディール」政策を打ち出しました。

遅ればせながら日本政府においても「日本版グリーン・ニューディール」の構築が必要であると

する姿勢を打ち出しています。これは改めて言及するまでも無く「新産業業態の創造と雇用創

出」を骨子とする政策であると思います。これは自然再生エネルギー分野、特に太陽光エネルギ

ーの再生に関連する技術確立と関連産業のスパイラル的拡大と雇用者の増加を骨子としていま

す。

我々にとってもこの「日本型グリーンニューディール」をいち早く具現化し、地域にも恩恵を

循環させてもらうことを、心底希求しているところです。

「地域の活性化は他人待ちではなく、地域は地域での自助努力が必要である。」と言われるこ

とも間違いの無い事だと思いますが、地域（地方）で太陽光発電の技術開発・移転が直ぐにでも

図―２ NEW PPPにおける企業力の役割と責務（官との協働）
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できるかといったらそうはならないと思います。地域活性化に不可欠とされる「ヒト・モノ・カ

ネ・情報」についても地方に行けば行くほどさまざまな制約が存在するのが現状ではないでしょ

うか。

当然この政策が成果をもたらし、地域（地方）に恩恵が遡及してくるのには相当数の日時が掛

かることが予測されますから、思惑をはるかに超えたスピードで疲弊が進行する地域ではこの成

果を待つ猶予は無い状況にもあります。国としての大胆なパラダイムシフトに大きな期待を持つ

一方において、大きな政策展開との連動を見据えつつも、やはり確実に並行して「スモールグリ

ーン・ニューディール」ともいえるそれぞれの地域特性に照らした地域雇用の創出を軸とする地

域活性化のプログラムづくりが必須と考えています。従って、今回の経済不況と言う不測の事態

が覆いかぶさっても、私達が追求し続けてきている「地域を活性化する為の仕組み」の方向軸に

はいささかなりともの揺らぎは無いことを再認識し本稿の執筆を継続させました。

３ 戦略的実践プログラム構築の実際

大学キャンパスがE市にあることもあり、私自身も一昨年度よりこの「地域活性化プラン策

定」を中核となって構築していく立場におかれました。

前章で総括しておりますように、私達の立ち位置は「サスティナブル・デベロップメント」と

「NEW PPP」であり、かつ近年においては特に経済性監理と地域企業と行政の協働関係を重視し

た仕組みを希求してきました。

ここでは、このような論理的バックボーンを武器として、いかにE市の地域活性化を展開させ

ていくのか。この命題を具現化するために、私が地域関係者（行政・商工会議所等）と協働して

推進したプロジェクトを事例として紹介していきたいと思います。そして、この事例策定のプロ

セスが他の地域の計画づくりに際しての何かしらの参考に資していければ幸甚と考えています。

当然のことながら各地域には各地域の背景、条件、特性がありますから、全てがE市のやり方

に当てはまるのかというとそれはあり得ません。しかし、どの地域でもここに示す枠組みの応用

編として対応していけることが可能だと考えています。

３－１ プロジェクトの全体構造

これまでに言及してきましたように地域活性化には経済性監理、特に地域雇用の創出、充足と

エンジン（＝地域企業と行政の協働）が不可欠としてきましたが、この要因を実現させるために

先ず試みたことは、国の政策をリストアップし使える仕組みを検証することでした。

このリストアップされた国の政策の組み合せにおいて、いくつかのケースを想定する中で、

我々はE市の最適解として、図－３に示す構造を構築しました。

これは、「１．地域再生計画」・「２．地域雇用創造推進事業（新パッケージ事業）」・「３．地域雇用実現

事業」という３つの事業の連続性から構成されています。
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思いますが、以下の章において骨格となる「１．地域再生計画」「２．新パッケージ事業」「３．地域雇用

実現事業」各々について少し詳しく解説をしていきたいと思います。

３－２「地域再生計画」

先ずはどの地域においても地域再生計画は確実に策定することが望まれます。もし既に策定し

終わっていたとしても、時間がたってしまっていることにより地域を取り巻く環境が変化してし

まっている場合には再度策定し直すべきであると思います。

「地域再生計画策定」を基本軸として、そこからそれぞれの地域が希求する領域、方向に展開

を図っていくことが一番の近道ではないでしょうか。今回のように地域雇用という道筋に展開し

ない場合でも「地域再生計画」はどの地域においても早い機会に策定しておくことが必要だと思

われます。

今回のE市の「地域再生計画策定」の手順及びポイントについて、要約してお示ししておきた

いと思います。各々の地域における地域再生計画策定の際の参考にして下さい。

手順―１ SWOT分析による地域資源の再分析と評価の実施

地域再生計画の策定に先立って、当然地域をよく知っておくことが不可欠となります。我々は

このための手法としてSWOT分析を選択しました。

SWOT分析は戦略構築時に良く使われる手法です。

SWOT分析は外部環境分析（機会＝Opportunity、脅威＝Threat）、内部環境分析（強み＝

Strength、弱み＝Weakness）の４要素から構成されています。この４要素の頭文字をとって

SWOT分析と呼ばれています。

ややもするとどうしても思い入れを持つ分、主観的価値観に陥りがちな事案を、「より客観的

に」見つめ直すことが出来る有効的な手法です。

E市のSWOT分析による地域資源の再分析と評価の結果からは、機会・強みにおける優位点と

して、

・大規模な森林地域があること

・優良な農業生産地があること

・一部に全国ベースとなりうる地域企業があること

・大マーケット・札幌に近接すること

等が位置付けられています。

手順―２ トレンドの分析と戦略的キーワードの選択

上記SWOT分析の結論から、地域をパラダイムシフトさせるためいかなるレバー（梃）を適用

するか応用するか。この選択がある意味での力の発揮どころといえます。当事者のスキルを問わ

れるポイントと言い換える事も出来ると思います。
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このレバー（梃）はどのように選択するのか。私はレバー（梃）の選択はトレンド的なキーワ

ードの中から選択することが有効だと考えています。但し、ある条件、状況の下で、各々の人

（当事者）が把握している多言語の中からどのキーワードを選択するのか。言い換えれば、暗黙

知の認識知への変換行為を円滑にかつ正確に行うことが出来るのか。このスキルを当事者が持ち

うるか否かによって全体像や戦略の方向が異なってくるのではないでしょうか。変換能力に係わ

るスキル、これもまた重要なポイントなのだと思います。

E市でのSWOT分析を解読し、私は「環境」「LOHAS」「身土不二」という３つの第１次的なキー

ワードをここに当て込みました。同時に弱み・脅威として、この地域から産出される１次産品に

あっては一部に全国ベースとなりつつあるもの（小麦―ハルユタカ）がありますが、総体として

はマーケットにおいて限界があることも明確になっています。

このような背景的条件を輻輳化し議論を重ねていく中で、最終的な戦略的キーワードとして

「地域ブランド」と「ソーシャル・キャピタル」に到達しました。

この「地域ブランド」と「ソーシャル・キャピタル」をレバー（梃）として位置づける事によ

って、E市の地域再生計画を構築していくこととしました。

手順―３ 上位計画と展開計画（下位計画）の相関性（フィードバック機能の重要性）

図―３をもう一度ご覧ください。ここから読み取れますように先ずは、地域再生計画が策定さ

れ、次のステージにおいてこの地域再生計画の骨子を受けて各パートの政策展開（当地区の場合

は新パッケージ事業）が図られていくことがオーソドックスな順序もしくは筋道です。E市の場

合は地域活性化の主軸は地域雇用の拡充＝働く場の創出＝起業化および既存企業の新事業（業

態）拡大にあるという命題があります。この命題実現のためにはどのような戦略を上位計画に逆

算的に盛り込ませていけるか…。この発想力を持つことも重要なポイントだと思います。

具体的には、どう頑張っても関サバ・関アジ程のブランドにはなれない地域資源・第１次産品

をいかにしてトレンド的なマーケットに乗せていけるか。これがE市の地域課題の一つでもあり

ます。

この課題解決について世界における成功モデルから学べる事は多くありますが、この地域に応

用すべきと考えられるのは『「まち全体が環境に配慮した生き方を希求しているとすれば、その

まちから産出されるものは安心安全である」というメッセージの発信が不可欠である』・「ここだ

けでなければと評価が固まった以外の地域産出品を生かすには、先ずは地域そのものをブランド

化して、地域を露出させることが有効である」という戦略です。

同時に、私は「地域再生計画とパッケージ事業が対でなければならない」という国の制度上の

縛りはチャンスとして捉えました。

地方都市の活性化の為にはサードイタリアモデル２ともいわれている地域産業構造（エミリア

ン・モデル等）のような「地域が支える産業構造」の存在が不可欠です。

翻って地域再生計画の策定は法の規定上、市民の合意形成を図ることが前提となっています。

２ サードイタリアモデル：北部工業地帯と南部農業地帯と区別し、中小企業や職人による伝統工芸が発達している各都市や地域のこと。
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このために地域再生計画の策定過程においてその内容があらゆる機会を通じて市民に周知されて

いきます。従ってこの過程を通じ地域産業の重要性が、これまでは無関心に近かった領域で生活

してきた市民層の間にも浸透していく可能性が生まれてきました。

まさに上手に活用すれば、E市においても「地域が支える産業構造の存在」を創り出していく

可能性が出てきたと捉え、この仕組みを最大限に活用しました。

手順―４ 地域再生計画の策定（決定）

以上の経緯を踏まえ、両者間（地域再生計画とパッケージ事業）のフィードバック作業を数度

繰り返した結果、最終的に、

『２０１２ 環境首都 E市』を旗印とし、以下の様なテーマ・主副構造を骨子とする地域再生計

画」を策定し内閣府の承認を得ました。

これで、一気に本命の「（新）パッケージ事業」に突入することとなります。

テーマ：「２０１２年環境首都をテーマとする地域ブランド化」

主構造：「地域ブランド」

副構造：「環境共生のまちづくり」×「地域資源の産業化（６次産業の創出）

【地域ブランド】

ここで念のためにE市での主構造としました「地域ブランド」について概説しておきたいと思

います。

ご承知かと思いますが、ブランドの語源は中世ヨーロッパにおいて牧畜業者が自らの所有する

牛を他者のものと識別するために付けた焼印のことと言われています。

地域ブランドという概念が使われ始めたのは、定かとはされていないところもありますがおそ

らく、２０００年～２００１年の時期に地方都市で仕掛けられたプロジェクトにおいてその概念が一定の

手法と実績を持って語られたのが初めではないかと言われています（四元正弘）。

さらに近年に至り関満博・遠山浩らにより地域ブランドの概念には①地域産出品のブランド化

と②地域そのもののブランド化の２つの考え方があり、地域特性を考慮しこれを使い分けていく

事の有効性が指摘され始めています。関満博・遠山浩の定義による代表例としてよく引き合いに

出されるものを例示するとそれぞれの位置づけが明確になると思います。

１ 地域産出品のブランド化

最も有名なものの一つに「関サバ・関アジ」があります。そのブランドたる理由は①瀬付き魚

であること②独特の漁法と流通（一本釣り・面買い・活けじめ）③商品管理（商標登録・一匹ご

とのシール張・特約加盟店の明記）にあります。

２ 地域そのもののブランド化

これも最も知名度の高いものの事例として、旧湯布院町（現 由布市）、小布施町（長野県）、

綾町（宮崎県）などがあります。小布施町は「エリアマネジメント」と言われる戦略手法でまち

を活性化した成功事例です。綾町は「照葉樹林のまち」として発信を続け、有機農業をいち早く
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推進した町として有名です。

このように地域ブランドについては様々な定義づけや読み解きがありますが、青木（学習院大

学経済学部）は、地域ブランドの必要性とそのつくり方において留意すべきポイントとして次の

ように言及しています。

CHANGEとCHANCEの差はGとCにあります。GからTを取るとCになります。時代や状況の変

化は工夫すれば将にチャンスなのだと捉えています。このCHANGEをCHANCEにどのように変

えていくか。キーワードは『T』であり下記の３つの『T』を考えていく事だとしています。

取り去るべきT：Taboo（タブー）を取り除く

取り去ってはいけないT：Ties（人との絆）を持続させていく

見守るべきT：Trend（時代の流れ）を注視する・見逃さない

３－３ 「地域再生計画」から実践的事業としての「地域雇用創造推進事業（新パッケージ事業）」への展開

地域雇用創造推進事業（新パッケージ事業）は厚生労働省の政策的事業だと理解しています。

当地区の事業としては６次産業創出を目標像と位置づけ、環境ビジネス系・アグリビジネス系の

起業化に向けた人材育成（企業家）と創出された雇用の場への就労（地域雇用の拡大）希望者のモ

チベーションアップおよびスキルアップに係わる人的育成を目的として組み立てられています。

平成２０年度には人材育成メニュー枠で約１７０名のアウトカム３を確保してきています。

３－４ 「地域雇用実現事業」への再展開

パッケージ事業実施機関でかつ実現の可能性が強く望める地域を対象とするという条件で地域

雇用実現事業（厚労省）が創設されました。

我々は、「地域再生計画」、「地域雇用創造推進事業（新パッケージ事業）」と連続してきた仕掛

けの具体的展開のためには確実にこの事業枠が不可欠と考え、この事業のタイトルを「地域資源

を活かした６次産業の起業化と地域雇用創出」とし、本事業が補助事業として採択されるために

は、事業性の確度が高いことや地域の特性が顕在化していること（他地域との差別化）が求めら

れる事を見越し、図－３にあるように①地域資源活用・ハルユタカ麦稈紙②BDF③雪エネルギー

④１・５次加工の４つの事業に決め込みを図り申請しました。

この結果、本件は無事採択され、現在事業実現のためテーマごとに関係する対象者等と具体的

推進プログラムを作成中です。

他地域との競争に勝って採択された当該事業の枠組みにおけるインパクトポイントは、次の諸

点にあったと自己分析しています。

１）マーケティングⅠとマーケティングⅡの２つのマーケティングの組み合わせ

３ アウトカム：国民生活又は社会経済に及ぼし、又は及ぼすことが見込まれる影響
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実現可能性を探るためにはクライアント、試行使用者（エンドユーザーとのフィードバック的

評価を含む）との地域における双方向のフィードバック行動が必須です。これがマーケティン

グⅠです。

さらに第１段階が成功して、ビジネスモデルとして確立（見極め）をする為には、大消費地

（大都市圏等）をターゲットとした市場開発・マーケティング行動（マーケティングⅡ）が必

須となってきます。

２）具体的展開のメニューの個性化

①有名ブランド：ハルユタカの市場拡大と関連商品へのブランド性の付加（特に麦稈紙）

②BDF使用対象は農機具の燃料。ここから「食の安全・安心」のストーリー（物語性）を生み

出すことに繋げる。

④１・５次加工のマーケット：普通の販路では優位性は何も無い状況を踏まえ、対象を地域有

名限定レストランや学生街だからこそ成立し得るキッチンビジネスへの直送をターゲットと

する。

地域雇用創造推進事業（新パッケージ事業）、地域雇用実現事業ともに複数年度の事業である

こともあり、現在は将に中間の峠に差し掛かったところに居ますので正直なところ成果の程は図

りがたいところがあります。しかしながら地域活性化の具現化を可能とさせる地域雇用拡充に向

けて、必ずや規模は小さくともいくつかの起業化とこれに繋がる企業化を実現させようと関係者

一同気持ちを引き締めているところです。

最後になりますが、敢えてこの折に付言させていただきたいことがあります。

皆さんは果たして、このレポートの中で例示してきたところのいくつかの政策的事業について

ご存知でしたでしょうか。

更に言えば本稿では触れてはいませんでしたが、皆さんにはかなり関係が深いと思われます経

済産業省等が連携して力を入れ推進している「農商工連携事業」はご存知でしたでしょうか。

もし、これらをいずれもご存知が無いようでしたら、地域活性化の当事者として機能していっ

ていただくべき地域の一員である以上に、企業家としての姿勢に問題は無かったのでしょうか。

反論もある事を承知の上で敢えて俎上に乗せさせていただきたい問題だと思います。

翻って私自身の反省に立てば、長年の経験則から、まちづくり・地域活性化プランづくりに関

しては、恐らく私の頭の中にあるだけのプロセスを他の人に十分に理解させないまま結論を示し

てきたことが殆どだったような気がしています。改めて本稿を書き下ろし、皆様にプロジェクト

のスキームの構築手順をご説明できたことは、私にとっても暗黙知から形式知に至るプロセス

（調査レポート１３１－１３２号を参照して下さい）を明確にすることの重要性を認識する機会でもあ

りました。

一度このような形で整理して、皆様にお示しできる機会をいただいたことに深く感謝をいたし

ております。ご拝読ありがとうございました。
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前提として何故国の政策にアプローチするのか、理由は２点あります。１点目は補助事業とし

て創設されている政策の目標像は、国、厳密に言えば関係省庁にストックされた過去の豊富な政

策事例の積み上げに、軌道修正を施し、少なくともその時点にあって最も具現化に相応しいもの

として地方に送られたメッセージだと考えられるからです。２点目は費用面においての支援が伴

う事です。特にプロジェクトの始動期においてはこの費用面の支援は地域にとって大きな力とな

ります。

言わずもがなの感もありますが、地域活性化という命題の解法を課せられた場合にあっても、

対象とする地域が異なれば当然のことながら、仮にE市と限定した場合であっても、もし立案者

が私でなければここに示したような「地域再生計画」～「地域雇用創造推進事業（新パッケージ

事業）～「地域雇用実現事業」というスキーム（手順）構築はでてこなかったのではないかと考

えています。

仮に立案者がAさんであればXと言うスキーム（手順）が、BさんであればZというスキーム

（手順）がでてくるのだと思われます。

果たしてどれが正解であったかを見極めるのには時間が必要なのだと思います。成否の結果は

後の日に委ねるとして、これ以降私が取ったスキーム（手順）について概説していきたいと思い

ます。

全体構造を示す図―３を再度ご覧いただければ私達の狙いについて概ね理解していただけると

図―３ プロジェクトの全体構造

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５６／本文／０１０～０２０　寄稿（太田）  2009.06.22 18.14.39  Page 15



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年度 １００．９ △０．１ １００．７ １．６ １００．４ ０．９ １０１．０ ２．２ １０５．１ ５．１ ９７．０ ２．５
１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０５．３ ０．２ ９８．６ １．６
１９年度 r１０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ r１０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ r１０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 r ９６．２ △７．７ r ９４．４ △１２．７ r ９８．３ △５．７ r ９５．０ △１２．６ r１０３．２ △１．７ r ９５．３ △５．２

２０年１～３月 r１０５．２ １．０ １０９．５ ２．４ r１０７．３ ２．４ １１０．５ ３．２ r１０２．８ △０．３ １０５．２ １．９
４～６月 r１０４．３ ０．７ １０８．１ ０．８ r１０６．２ ３．６ １０８．４ １．０ r１０１．１ ２．３ １０６．２ ２．６
７～９月 r１０２．６ △０．５ １０４．６ △１．４ r１０３．０ ０．４ １０５．１ △１．５ r１０２．５ １．９ １０７．７ ３．１
１０～１２月 r ９４．０ △９．９ ９２．８ △１４．５ r ９６．０ △７．８ ９３．５ △１４．９ r１０３．０ １．２ １０９．７ ４．８

２１年１～３月 r ８３．７ △２１．６ r ７２．３ △３４．６ r ８９．０ △１８．１ r ７３．９ △３３．５ r１０１．０ △１．７ r ９９．８ △５．２
２０年 ４月 r１０４．７ １．１ １０８．０ １．８ r１０６．０ １．８ １０８．６ ２．６ r１００．２ △２．７ １０４．７ １．０

５月 r１０４．１ △０．１ １０９．３ ０．９ r１０５．８ ２．４ １０９．７ １．５ r１００．４ △０．５ １０５．３ １．５
６月 r１０４．２ １．２ １０７．１ △０．２ r１０６．８ ６．６ １０６．９ △０．８ r１０１．１ ２．３ １０６．２ ２．６
７月 r１０６．９ ４．２ １０６．８ ２．３ r１０７．６ ８．４ １０７．４ ３．０ r１０２．５ ３．９ １０６．３ ２．１
８月 r１０２．１ △２．６ １０３．５ △７．２ r１０１．７ △３．９ １０３．９ △７．１ r１０３．０ ３．８ １０６．１ １．７
９月 r ９８．８ △３．０ １０３．６ ０．４ r ９９．７ △３．０ １０４．０ △０．５ r１０２．５ １．９ １０７．７ ３．１
１０月 r ９７．２ △６．３ １００．１ △６．６ r ９９．４ △３．８ １００．９ △７．１ r１０１．７ △０．２ １０８．９ ４．４
１１月 r ９５．１ △１１．３ ９３．１ △１６．５ r ９７．２ △８．８ ９３．６ △１７．０ r１０１．３ △１．８ １０９．５ ４．３
１２月 r ８９．６ △１２．３ ８５．３ △２０．７ r ９１．４ △１０．８ ８６．０ △２０．７ r１０３．０ １．２ １０９．７ ４．８

２１年 １月 r ８８．０ △１７．３ ７６．７ △３０．９ r ９２．５ △１３．７ ７６．７ △３１．６ r１００．８ △３．１ １０８．０ ２．８
２月 r ８３．１ △２４．４ ６９．５ △３８．４ r ８９．５ △２２．０ ７２．０ △３６．７ r１０１．６ △０．４ １０３．５ △１．７
３月 r ８０．０ △２２．７ r ７０．６ △３４．２ r ８５．０ △１８．４ r ７３．１ △３２．４ r１０１．０ △１．７ r ９９．８ △５．２
４月 p８３．６ △２０．２ p７４．３ △３１．２ p８４．８ △２０．０ p７４．８ △３１．１ p９９．１ △１．１ p９７．１ △７．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１７年度 ９８７，７３３ △３．０ ２１２，５７５ △１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △３．７ １２４，９８９ △３．２
１８年度 ９８３，６５６ △１．６ ２１１，７４５ △０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，９７０ △２．６ ２１２，５２５ △１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 r ９３４，００５ △５．６ r ２０６，６０３ △４．２ r ２８３，３１７ △６．５ r ７８，４４２ △６．７ r ６５０，６８８ △５．２ r １２８，１６０ △２．５

２０年１～３月 ２３０，５８３ △２．９ ５２，００９ △０．３ ７４，７６６ △３．３ ２０，４５９ △０．９ １５５，８１８ △２．７ ３１，５５１ ０．１
４～６月 ２２３，２６６ △５．７ ５０，６４９ △２．７ ６７，５５３ △７．０ １９，２２０ △４．５ １５５，７１３ △５．０ ３１，４２９ △１．６
７～９月 ２２３，６８９ △４．５ ５０，７７５ △２．０ ６９，９４５ △３．０ １９，０１４ △３．２ １５３，７４４ △５．１ ３１，７６１ △１．３
１０～１２月 ２５７，７０５ △５．８ ５６，０７８ △４．６ ７９，０７８ △７．４ ２２，０９５ △７．８ １７８，６２６ △５．１ ３３，９８３ △２．４

２１年１～３月 r ２２９，３４５ △６．３ r ４９，１０１ △７．２ r ６６，７４０ △８．３ r １８，１１４ △１１．１ r １６２，６０５ △５．４ r ３０，９８７ △４．７
２０年 ４月 ７４，８６３ △５．３ １６，８０１ △２．２ ２２，７３５ △５．８ ６，３７５ △３．４ ５２，１２９ △５．０ １０，４２６ △１．４

５月 ７４，４２１ △５．２ １６，９４４ △２．０ ２２，４９１ △５．１ ６，４０４ △２．５ ５１，９３０ △５．２ １０，５４０ △１．７
６月 ７３，９８２ △６．５ １６，９０４ △４．０ ２２，３２７ △９．９ ６，４４２ △７．３ ５１，６５５ △４．９ １０，４６２ △１．７
７月 ７８，５１９ △３．１ １８，６５９ △０．７ ２５，９４０ △２．２ ７，７１６ △２．３ ５２，５７９ △３．５ １０，９４３ ０．５
８月 ７４，８９５ △３．７ １６，５２７ △２．２ ２１，７８８ △１．４ ５，５６７ △２．９ ５３，１０７ △４．６ １０，９６０ △１．８
９月 ７０，２７５ △６．８ １５，５８９ △３．３ ２２，２１８ △５．４ ５，７３１ △４．６ ４８，０５８ △７．５ ９，８５８ △２．６
１０月 ７５，１８９ △６．１ １６，６６８ △４．３ ２３，０９１ △７．４ ６，３６９ △６．９ ５２，０９８ △５．４ １０，２９９ △２．６
１１月 ７９，７０６ △３．８ １７，８２０ △３．１ ２４，２３５ △５．９ ７，０６８ △６．３ ５５，４７１ △２．７ １０，７５２ △０．７
１２月 １０２，８０９ △７．２ ２１，５９０ △６．２ ３１，７５２ △８．６ ８，６５８ △９．６ ７１，０５７ △６．６ １２，９３２ △３．６

２１年 １月 ８０，７３２ △５．２ １８，０６９ △５．５ ２４，６１０ △５．５ ６，７０５ △９．２ ５６，１２２ △５．１ １１，３６４ △３．１
２月 ６８，０２３ △５．６ １４，５１８ △８．１ １８，６８０ △７．１ ５，１４４ △１１．４ ４９，３４３ △５．０ ９，３７４ △６．１
３月 r ８０，５９０ △７．９ r １６，５１４ △８．２ r ２３，４５０ △１１．９ r ６，２６５ △１２．９ r ５７，１４０ △５．９ r １０，２４９ △４．９
４月 p ７５，２８０ △６．１ p １５，９６３ △６．７ p １９，４０２ △１０．８ p ５，６１１ △１１．３ p ５５，８７８ △４．１ p １０，３５２ △３．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２１ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５６／本文／０２１～０２４　主要経済指標  2009.06.12 13.26.38  Page 21



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１２年＝１００
前 年 同
月比（％）１２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ △０．１ １００．０ △０．２ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．５ １００．２ ０．３ １１６．９４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．１ ０．６ １００．６ ０．３ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０２．５ １．４ １０１．７ １．１ １００．４６ ８，１１０

２０年１～３月 ９３，８３２ △１．１ １７，７９８ △０．５ １０１．８ １．８ １００．７ １．０ １０５．２０ １２，５２６
４～６月 １０５，０６８ ４．１ １９，２２４ ２．５ １０２．８ ２．４ １０１．６ １．４ １０４．５１ １３，４８１
７～９月 １１６，１６８ ５．０ ２１，７３１ ７．６ １０４．３ ３．６ １０２．６ ２．２ １０７．６１ １１，２６０
１０～１２月 １０９，９９８ ５．３ ２０，６７４ ６．９ １０２．４ ０．８ １０１．９ １．０ ９６．１４ ８，８６０

２１年１～３月 ９９，３９０ ４．８ １８，９２７ ４．２ １００．６ △１．２ １００．６ △０．１ ９３．５９ ８，１１０
２０年 ４月 ３２，０３４ △０．２ ６，１１８ △０．２ １０１．７ １．５ １００．９ ０．８ １０２．４９ １３，８５０

５月 ３６，７６３ ８．５ ６，５５３ ３．５ １０２．９ ２．３ １０１．７ １．３ １０４．１４ １４，３３９
６月 ３６，２７１ ３．９ ６，５５３ ４．０ １０３．９ ３．３ １０２．２ ２．０ １０６．９０ １３，４８１
７月 ３９，６５８ ６．６ ７，５３８ １１．５ １０４．１ ３．８ １０２．４ ２．３ １０６．８１ １３，３７７
８月 ３９，８７７ ２．５ ７，４１９ ５．１ １０４．６ ３．８ １０２．７ ２．１ １０９．２８ １３，０７３
９月 ３６，６３３ ６．０ ６，７７４ ６．４ １０４．１ ３．２ １０２．７ ２．１ １０６．７５ １１，２６０
１０月 ３６，９２０ ４．７ ６，９３９ ７．９ １０３．５ ２．２ １０２．６ １．７ １００．３３ ８，５７７
１１月 ３５，０４４ ６．０ ６，６４５ ７．２ １０２．２ ０．９ １０１．７ １．０ ９６．８１ ８，５１２
１２月 ３８，０３４ ５．３ ７，０９０ ５．８ １０１．５ △０．６ １０１．３ ０．４ ９１．２８ ８，８６０

２１年 １月 ３３，７８０ ７．１ ６，３５８ ６．８ １００．８ △１．１ １００．７ ０．０ ９０．４１ ７，９９４
２月 ３０，８８７ ２．０ ５，８８２ ２．０ １００．５ △１．０ １００．４ △０．１ ９２．５０ ７，５６８
３月 ３４，７２３ ５．２ ６，６８８ ３．９ １００．６ △１．５ １００．７ △０．３ ９７．８７ ８，１１０
４月 ３４，０５５ ４．９ ６，５１３ ４．０ １００．１ △１．６ １００．８ △０．１ ９９．００ ８，８２８

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス・ストア販売額の前年同月比は既存店ベ
ースによる。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１７年度 １８７，１４５ △１．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０

２０年１～３月 ４９，９０５ △１．５ １４，３１８ ７．４ ２０，９１３ △２．８ １４，６７４ △７．４ １，３６２，７３４ △０．７
４～６月 ４１，８３８ △３．９ １１，０９８ ０．４ １８，２８４ △４．４ １２，４５６ △６．７ ９６５，８９５ △０．５
７～９月 ４０，０４８ △２．４ １１，００３ △９．５ １７，５０３ ０．２ １１，５４２ １．１ １，０３５，８５９ △１．５
１０～１２月 ２９，５０９ △１４．９ ７，６１７ △３０．２ １１，９７３ △１４．８ ９，９１９ ２．２ ８６３，１５５ △１４．２

２１年１～３月 ３８，７２８ △２２．４ ９，４２７ △３４．２ １５，７３０ △２４．８ １３，５７１ △７．５ １，０４３，９７１ △２３．４
２０年 ４月 １４，８８５ ２．９ ３，９３５ ５．８ ６，９６１ １１．３ ３，９８９ △１１．３ ３０５，８４７ ５．４

５月 １２，２７７ △９．０ ３，２４９ △５．０ ４，９７２ △１１．１ ４，０５６ △９．３ ２９６，０８２ △３．６
６月 １４，６７６ △５．８ ３，９１４ ０．０ ６，３５１ △１２．８ ４，４１１ ０．７ ３６３，９６６ △２．５
７月 １５，８９３ ４．６ ４，４１８ ６．０ ７，５５３ ６．５ ３，９２２ △０．２ ３８３，２５８ ７．０
８月 ９，６６５ △８．９ ２，４８２ △２１．１ ４，１５３ △６．０ ３，０３０ △０．５ ２５５，２９５ △８．０
９月 １４，４９０ △４．９ ４，１０３ △１５．２ ５，７９７ △２．６ ４，５９０ ３．２ ３９７，３０６ △４．５
１０月 １１，５９１ △８．１ ２，９７３ △２５．４ ４，７５０ △５．２ ３，８６８ ６．６ ３１４，８６０ △６．３
１１月 １０，０５３ △２０．３ ２，４８５ △３７．８ ４，１０８ △２４．７ ３，４６０ ９．４ ２９５，７５１ △１８．９
１２月 ７，８６５ △１６．８ ２，１５９ △２６．５ ３，１１５ △１３．３ ２，５９１ △１１．２ ２５２，５４４ △１７．３

２１年 １月 ７，８７０ △１９．２ １，８３３ △３１．３ ３，１２７ △２３．１ ２，９１０ △３．３ ２５６，０５４ △２０．０
２月 １０，３８４ △２４．６ ２，３６８ △３７．３ ４，１６１ △２７．６ ３，８５５ △９．１ ３２４，５１５ △２４．４
３月 ２０，４７４ △２２．４ ５，２２６ △３３．６ ８，４４２ △２３．９ ６，８０６ △８．３ ４６３，４０２ △２４．５
４月 １１，５３３ △２２．５ ２，７０３ △３１．３ ５，２２９ △２４．９ ３，６０１ △９．７ ２３６，０６３ △２２．８

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２２ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５６／本文／０２１～０２４　主要経済指標  2009.06.12 13.26.38  Page 22



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ １０６，１６８ △１４．１

２０年１～３月 ７，０７４ ６．９ ２，５３９ △９．０ １１８，６４３ △１５．９ ２６，２８７ △５．２ ３３，４５９ ０．８
４～６月 １２，０３４ △２４．７ ２，８９７ △１１．０ ３０９，４１３ △６．７ ２８，４４４ △８．４ ３１，３０８ ５．３
７～９月 １２，０２２ ３４．４ ２，９１３ ４０．２ ２８３，６３６ △１．８ ３３，１８０ ４．７ ２８，４５１ △６．９
１０～１２月 ７，８８４ △２４．１ ２，５８６ ４．１ １２４，７２９ △１３．７ ２７，９９０ △２．８ ２２，８０３ △２３．７

２１年１～３月 ４，１１０ △４１．９ １，９９６ △２１．４ １４０，３０４ １８．３ ２８，３３８ ７．８ ２３，６０６ △２９．４
２０年 ４月 ３，５９１ △３８．５ ９７９ △８．７ １２４，７９２ △１２．１ １１，０２５ △４．７ ９，３５３ ０．５

５月 ４，０２７ ２０．８ ９０８ △６．５ ７４，８０３ △１０．７ ７，６７５ △９．６ ９，９２９ ５．１
６月 ４，４１６ △３５．３ １，００９ △１６．７ １０９，８１８ ３．７ ９，７４３ △１１．３ １２，０２６ ９．７
７月 ３，６８８ △５．０ ９７２ １９．０ １１５，２３０ △６．２ １２，２０２ １３．８ ９，０５８ △４．７
８月 ４，５３３ ９２．６ ９６９ ５３．６ ８９，９６３ △２．３ ９，２５３ △６．０ ７，７５８ △１３．０
９月 ３，８０１ ４０．３ ９７２ ５４．２ ７８，４４３ ６．５ １１，７２４ ５．５ １１，６３５ △４．２
１０月 ３，１３７ △９．５ ９２１ １９．８ ６１，２０１ △１６．２ １１，６９７ △０．４ ７，５２４ △１５．５
１１月 ２，８０１ △２７．４ ８４３ ０．０ ３６，７９４ △８．２ ８，４４３ △２．８ ７，２６１ △２７．７
１２月 １，９４６ △３６．４ ８２２ △５．８ ２６，７３４ △１４．９ ７，８５０ △６．４ ８，０１８ △２６．８

２１年 １月 ８２２ △６０．９ ７０７ △１８．７ １９，１５４ ２７．８ ６，０１９ １．９ ５，７４５ △３９．５
２月 １，３３７ △１９．４ ６２３ △２４．９ １５，８５６ ６１．６ ６，３４９ △２．８ ６，９２１ △３０．１
３月 １，９５１ △４１．１ ６６６ △２０．７ １０５，２９４ １２．２ １５，９６９ １５．３ １０，９４０ △２２．２
４月 ２，３９２ △３３．４ ６６２ △３２．４ １４７，２４２ １８．０ １３，２８８ ２０．５ ６，２８６ △３２．８

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用 ）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５３ ０．９４ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４

２０年１～３月 ２，７４１ △１．５ ０．５２ ０．９９ ５．６ ４．０ １６８ ５．７ ３，７１５ ８．０
４～６月 ２，９５８ △１．５ ０．４４ ０．８２ ５．０ ４．０ １８７ ８．７ ３，８２９ ５．９
７～９月 ３，８３６ △４．８ ０．４５ ０．８１ ４．９ ４．０ １９０ ３７．７ ４，０３４ １６．４
１０～１２月 ２，９３１ △３．７ ０．４３ ０．７５ ４．３ ３．９ １８９ ４３．２ ４，０６８ １３．９

２１年１～３月 ２，５２８ △７．８ ０．３８ ０．５８ ５．６ ４．６ １７５ ４．２ ４，２１５ １３．５
２０年 ４月 ８０８ △１．５ ０．４６ ０．８６ ↑ ４．１ ７４ ５７．４ １，２１５ ８．４

５月 １，０２７ ０．２ ０．４３ ０．８１ ５．０ ４．０ ６０ △１８．９ １，２９０ △１．５
６月 １，１２３ △３．０ ０．４４ ０．７９ ↓ ３．９ ５３ ３．９ １，３２４ １１．７
７月 １，１７２ △４．３ ０．４４ ０．８０ ↑ ３．８ ７２ ３８．５ １，３７２ １２．９
８月 １，４３２ △４．８ ０．４５ ０．８１ ４．９ ４．１ ５８ １６．０ １，２５４ ４．２
９月 １，２３２ △５．２ ０．４７ ０．８２ ↓ ４．１ ６０ ６６．７ １，４０８ ３４．４
１０月 １，１４４ △０．２ ０．４５ ０．７９ ↑ ３．８ ５８ ２３．４ １，４２９ １３．４
１１月 ８８５ △６．５ ０．４３ ０．７５ ４．３ ３．９ ５７ １４．０ １，２７７ ５．２
１２月 ９０２ △５．２ ０．４１ ０．７２ ↓ ４．１ ７４ １１１．４ １，３６２ ２４．１

２１年 １月 ８０３ △４．３ ０．３９ ０．６５ ↑ ４．２ ６０ ２０．０ １，３６０ １５．８
２月 ７８５ △１３．４ ０．３８ ０．５８ ５．６ ４．６ ５０ △７．４ １，３１８ １０．３
３月 ９４０ △５．５ ０．３８ ０．５２ ↓ ５．１ ６５ １．６ １，５３７ １４．１
４月 ７２３ △１０．５ ０．３２ ０．４２ － ５．２ ５６ △２４．３ １，３２９ ９．３

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２３ ―
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１７年度 ２６３，５９８ ９．８ ６８２，９０２ １０．６ ９６５，１４５ ２９．０ ６０５，１１３ ２０．１
１８年度 ３２４，５７８ ２３．１ ７７４，６０６ １３．４ １，２６３，７８１ ３０．９ ６８４，４７３ １３．１
１９年度 ３８１，４４７ １７．５ ８５１，１３４ ９．９ １，３８７，５９２ ９．８ ７４９，５８１ ９．５
２０年度 r ３７７，０７３ △１．１ r ７１１，４４９ △１６．４ r１，５５２，３９２ １１．９ r ７１８，７１６ △４．１

２０年１～３月 ９９，３４０ ２２．１ ２１０，６３７ ５．９ ３９６，６３９ ３３．４ １９１，３８０ １０．５
４～６月 １０６，９７６ １４．３ ２０８，４８４ １．８ ４７４，１２４ ６７．１ １９９，４４４ １１．２
７～９月 １２１，０４９ ３６．０ ２２０，３７２ ３．２ ５０３，５００ ５７．２ ２２１，７８６ ２１．１
１０～１２月 ８５，３６２ △１４．２ １７０，６８８ △２３．１ ３５５，９９２ △８．０ １７６，９３７ △９．５

２１年１～３月 r ６３，６８６ △３５．９ r １１１，９０５ △４６．９ r ２１８，７７６ △４４．８ r １２０，５４８ △３７．０
２０年 ４月 ３５，４１４ ８．４ ６８，８９５ ３．９ １３５，０６１ ３２．６ ６４，３０７ １２．２

５月 ３４，８０２ １７．５ ６８，０６８ ３．６ １８０，２７９ ５７．２ ６４，６５７ ４．８
６月 ３６，７６０ １７．５ ７１，５２１ △１．８ １５８，７８４ １３６．６ ７０，４８０ １６．７
７月 ４３，７４８ ４３．９ ７６，２４５ ７．９ １５１，９４３ ５６．６ ７５，４２６ １８．２
８月 ４２，９９２ ４２．７ ７０，５１４ ０．２ １８０，７５７ ６７．０ ７３，６５７ １７．１
９月 ３４，３０９ ２０．４ ７３，６１３ １．５ １７０，８００ ４８．４ ７２，７０３ ２８．８
１０月 ４１，２４２ １７．７ ６９，１４８ △７．９ １５７，９４２ ３６．５ ６９，９００ ７．４
１１月 ２３，１８３ △２９．４ ５３，２３５ △２６．８ １０１，７３８ △２７．１ ５５，５１０ △１４．４
１２月 ２０，９３７ △３３．９ ４８，３０５ △３５．０ ９６，３１２ △２６．９ ５１，５２７ △２１．５

２１年 １月 ２０，５４５ △２４．４ ３４，８０４ △４５．７ ７８，３５５ △３９．７ ４４，３６４ △３１．９
２月 ２０，４４０ △４２．６ ３５，２６４ △４９．４ ６３，２７０ △５２．０ ３４，４３７ △４３．０
３月 r ２２，７０１ △３７．９ r ４１，８３８ △４５．５ r ７７，１５１ △４２．９ r ４１，７４７ △３６．６
４月 p １９，２８８ △４５．５ p ４１，９５８ △３９．１ p ７６，４０４ △４３．４ p ４１，２８１ △３５．８

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貯金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１７年度 １２３，１６０ △０．８ ５，３００，８９８ １．４ ８８，８４１ ３．０ ３，９５５，８１６ １．６
１８年度 １２５，４１３ １．８ ５，３５９，４５３ １．１ ８８，２７０ △０．６ ３，９９２，０９４ ０．９
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３

２０年１～３月 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
４～６月 １２９，４７２ ２．５ ５，５４２，８２５ ２．９ ８７，４０８ ０．８ ４，０４３，５８４ ２．１
７～９月 １２８，０２９ １．７ ５，４９３，９５０ ２．３ ８８，９８９ １．８ ４，０６２，６２５ １．８
１０～１２月 １３０，０４５ １．７ ５，５３６，８７３ ２．１ ８９，８８１ １．７ ４，２１４，６９２ ４．２

２１年１～３月 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
２０年 ４月 １２９，００３ １．６ ５，５０９，７２９ ２．２ ９０，２４４ １．３ ４，０１４，５６２ １．３

５月 １２８，２５５ ２．５ ５，４９９，１５１ １．６ ８９，１６０ １．８ ４，０２５，３３５ ２．１
６月 １２９，４７２ ２．５ ５，５４２，８２５ ２．９ ８７，４０８ ０．８ ４，０４３，５８４ ２．１
７月 １２８，３５８ ２．１ ５，４８７，７４９ ２．０ ８７，７９３ １．１ ４，０３８，６８５ ２．２
８月 １２８，９１９ ２．８ ５，４７０，５１０ ２．２ ８７，９９４ １．４ ４，０４１，７７３ ２．０
９月 １２８，０２９ １．７ ５，４９３，９５０ ２．３ ８８，９８９ １．８ ４，０６２，６２５ １．８
１０月 １２７，５７０ １．９ ５，４４９，９１２ １．８ ８９，７７９ １．９ ４，０９３，１０７ ３．５
１１月 １２８，４８１ ２．１ ５，５１６，３１６ １．６ ９０，３３０ ３．４ ４，１３６，３９６ ４．２
１２月 １３０，０４５ １．７ ５，５３６，８７３ ２．１ ８９，８８１ １．７ ４，２１４，６９２ ４．２

２１年 １月 １２８，４６７ ２．４ ５，５１１，７９２ １．７ ８９，８３９ ２．８ ４，１８７，１６２ ４．５
２月 １２９，６８３ ３．２ ５，５５６，９５２ ２．２ ９０，４９９ ３．５ ４，１９４，７６９ ４．５
３月 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
４月 １３１，２０２ １．７ ５，６４０，７３０ ２．４ ９１，３５５ １．２ ４，１７９，７１９ ４．１

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２４ ―

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１５６／本文／０２１～０２４　主要経済指標  2009.06.12 13.26.38  Page 24
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●道内経済の動き�

●電子記録債権をご存知ですか�

●「地域雇用創出を具現化する戦略的プログラム」の考察�

　ー地域ブランドを軸とする地域活性化のスキーム（手順）�
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